令和5年　月　日
税制改正及び中小企業政策に関するアンケート

新潟商工会議所　企業経営委員会

	事業所名
	

	業　種
	

	資本金
	

	従業員数
（当てはまる箇所に✓を付けてください）
	□0人 　□20人未満　 □21人以上100人未満　 □100人以上

	回答者氏名
	


※個人情報保護について

氏名等の個人情報をはじめとする回答者に関する情報は、集計の際の分類のために使用するものであり、これら以外の目的に利用することはありません。個別の個人情報や内容については公表いたしません。
●参考添付資料

【資料１】令和5年度税制改正及に関する要望(新潟商工会議所)
【資料２】令和5年度税制改正について(日本商工会議所)
【資料３】重要政策課題(日本商工会議所)

【冊　子】令和5年度 ここが変わる！ことしの税制改正
	Ⅰ．貴社の経営課題について


Ｑ１　貴社の経営において、現在重要な課題となっているものを上位から５つ選んで、
順位を番号（１、２、３、４、５）で記載してください。

（　　）資金繰り

（　　）設備投資（資金調達を含む）

（　　）原材料の価格上昇・経費の増大、製品価格への転嫁

（　　）事業継続計画(BCP)の策定・準備（防災・減災を含む）

（　　）新規事業・事業再構築

（　　）事業承継
（　　）M&A
（　　）受注減少・販売不振・競争激化
（　　）販売力・技術力の不足

（　　）DX（IT、IoT、ロボット、AI等を含む）の推進

（　　）脱炭素・GX・カーボンニュートラルへの取組

（　　）働き方改革への対応

（　　）ダイバーシティへの対応
（　　）人材確保（国内）

（　　）人材確保（海外）

（　　）インボイス制度への対応

（　　）軽減税率への対応

（　　）納税事務手続・事務負担
（　　）従業員の賃上げ

（　　）コロナ対策
（　　）日米為替レートの変動
（　　）規制緩和
（　　）規制強化

（　　）その他


Ｑ２　Ｑ１の回答について具体的な課題について記載してください。また、貴社での課題解決に役立つ税制面・政策面（融資・補助金）での支援につき、要望があればご記載ください。

	Ⅱ．税制改正に関するアンケート



１．法人課税について
Ｑ１ 法人実効税率の引き下げについて

わが国の法人実効税率は、平成30年度には29.74%に引き下げられましたが、国際的に見るとまだ高い水準にあります。令和5年度税制改正にて中小企業者等に係る軽減税率の適用期限が2年延長されました。（年800万以下の所得につき19％→15％）。一方、防衛力強化に係る財源確保のため法人税額に対し新たに付加税を課すことも検討されておりますが、今後の法人実効税率のあり方について、最も適当と思われるものを以下から１つ選択してください。

【参考】外国の法人実効税率：ドイツ29.83％、アメリカ27.98％、中国25.0％　　　　　　　　　　　　　　　　
        　　　　  　　　　　フランス25.0％、イギリス19.0％（2023年4月引上げ予定最高税率は25％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（　　）中小企業向け法人税の軽減税率の更なる引下げをすべきである。資本金1億円以下の中小企業に対する課税ベースの拡大もやむを得ない
（　　）課税ベースを拡大することなく、更なる引き下げをすべきである

　（　　）資本金1億円以下の中小企業に対する課税ベースの拡大・代替財源を求められるならば
          これ以上の引き下げは要求すべきではない

　（　　）更なる引き下げについては、中期的な課題として当面見送るべき
　（　　）わからない

　（　　）その他の意見

Ｑ２ 租税特別措置について
【令和5年度税制大綱から抜粋】
１.成長と分配の好循環の実現
その他考慮すべき課題

　　租税特別措置については、特定の政策目的を実現するために有効な政策手法となりうる一方で、税負担の歪みを生じさせる面があることから、真に必要なものに限定していくことが重要である。このため、毎年度、期限が到来するものを中心に、各措置の利用状況等を踏まえつつ、必要性や政策効果をよく見極めた上で、廃止を含めてゼロベースで見直しを行い、存置するものについては、各措置の性質等に応じ適切な適用期限を設定する。

 
・与党では、毎年度、期限が到来する租税特別措置を中心に、廃止を含めてゼロベースで見直しを行うこととしております。現行の租税特別措置について、最も適当と思われるものを以下から１つ選択してください。

　【参考】
　　（1）交際費課税の特例（適用期限2024年3月まで）
　　　　 中小企業の場合、①接待飲食費の50％の損金算入、または②交際費のうち800万円までを全額損金算入、を選択できる制度（大企業は①のみ適用可能）

　　（2）少額減価償却資産の損金算入特例（適用期限2024年3月まで）
　　　　 従業員500人以下の中小企業が取得した30万未満の減価償却資産について、合計300
万まで全額損金算入を認める制度

　
（　　）中小企業の成長を後押しするような現行の租税特別措置は存続させるべき

　（　　）政策減税として効果の認められる、一定程度の租税特別措置は存続させるべき

　（　　）特定業種に恩恵が偏っている租税特別措置は整理・縮小（撤廃）すべき

　（　　）期限の到来する租税特別措置から順次廃止すべき

　（　　）法人減税の代替財源を確保するために見直すべき

（　　）わからない

　（　　）その他の意見

Ｑ３ 新事業展開・創業促進について

令和2年度税制改正において、オープンイノベーションを促進するための税制措置の創設やエンジェル税制の拡充が実現し、また令和5年度の税制改正において、スタートアップ・エコシステムの抜本強化として、エンジェル税制やオープンイノベーション税制の拡充が図られます。今後さらに創業・第二創業の促進や中小企業が新事業展開を図る上で、必要な税制や見直すべき項目がありましたら、自由なご意見・ご要望をお聞かせください。

Ｑ４ 外形標準課税のあり方について
【令和5年度税制大綱から抜粋】
外形標準課税のあり方

　　法人事業税の外形標準課税は、平成16年度に資本金１億円超の大法人を対象に導入され、平成27、28年度税制改正において、より広く負担を分かち合い、企業の稼ぐ力を高める法人税改革の一環として、所得割の税率引下げとあわせて、段階的に拡大されてきた。一方で、外形標準課税の対象法人数は、資本金1億円以下への減資を中心とした要因により、導入時に比べて約3分の2まで減少している。こうした減資や組織再編による対象法人の減少や対象範囲の縮小は、法人税改革の趣旨や、地方税収の安定化・税負担の公平性といった制度導入の趣旨を損なうおそれがあり、外形標準課税の外れている実質的に大規模な法人を対象に、制度的な見直しを検討する。

令和5年度税制改正では、外形標準課税の対象拡大が見送られましたが、今後の適用対象法人のあり方について、地域経済・企業経営への影響も踏まえながら引き続き慎重に検討を行うとしています。このことについて自由なご意見・ご要望をご記入ください。

【その他、法人課税ついてご意見・ご要望をご記入ください】


２．消費税について
Ｑ５ 消費税軽減税率制度について
　　・令和元年10月に消費税が10％に引き上げられ、同時に軽減税率制度が導入されました。このことについて、貴社で課題となっている事項がございましたら、以下から選択してください。（複数回答可）
（　　）軽減税率制度についての従業員教育（消費者対応含む）

　（　　）煩雑な区分経理による事務負担の増加

　（　　）適正な価格表示
　（　　）特に問題なく対応できている

　（　　）その他の意見

Ｑ６ インボイス制度導入について
　　（１）令和5年10月にインボイス制度（適格請求書等保存方式）の導入が予定されていますが、インボイス制度導入後、免税事業者からの仕入について、どのような対応を予定しておりますか。あてはまると思われるものを選択してください。
（　　）免税事業者との取引は行わないようにする予定

　（　　）一部の免税事業者を除いて取引は行わない予定

　（　　）免税事業者であるということで取引を行うか否かの判断はしない予定
　（　　）取引先に免税事業者がいない
　（　　）検討中
　（　　）わからない
（２）令和5年度税制改正大綱にて、インボイス制度の定着までの実務に配慮し、一定規模以下の事業者が行う少額取引は、帳簿の保存のみで仕入税額控除を可能とする6年間の事務負担軽減策を講ずる等の支援措置が図られます。
また、インボイス制度への移行後においても弾力的な対応に務めるとともに、新たな課題が生じた場合には、必要に応じて柔軟に対応策を講じていく。としておりますが、インボイス制度について貴社の課題や、ご意見・ご要望があれば、お聞かせください。

【その他、消費税ついてご意見・ご要望をご記入ください】


３．事業承継税制・相続税について
Ｑ７ 事業承継税制・相続税ついて

平成30年度税制改正において、法人向けの事業承継税制が10年間の時限措置として抜本的に拡充されました。さらに、平成31年度改正では、個人事業主向けの事業承継税制が創設され、令和4年度税制改正では、法人の特例承継計画の提出期限が1年延長され、法人・個人ともに特例承継計画の提出期限が、令和6年3月31日までとなっております。そのような中、今後の事業承継税制について、適当と思われるものを以下から選択してください。）
（　　）これまでの改正で十分であり、今後は制度の利用促進に向けさらなる周知を図る
　（　　）特例承継計画の提出期限の延長（法人・個人ともに令和6年3月31日期限）
　（　　）10年間の特例措置を延長する
　（　　）特例措置の恒久化
　（　　）申請手続きや事業承継に係る届出の簡素化を図る
　（　　）その他の意見
　
Ｑ８　取引相場のない株式の評価方法の見直しについて
平成30年度税制改正において事業承継税制の抜本的な見直しが図られ、特例措置として、自社株承継時の納税負担が実質ゼロとなりました。しかしながら、取引相場のない株式の見直しは進んでいません。評価方法の見直しについて自由なご意見・ご要望をお聞かせください。


　　　　
【その他、事業承継税制ついてご意見・ご要望をご記入ください】


４．その他の項目 
（１）納税環境の整備について
Ｑ９ 納税環境の整備について
令和5年度税制改正において、電子帳簿等保存制度の要件緩和が図られます。例として、電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存制度について、システム対応が間に合わなかったことにつき相当の理由がある事業者等に対する新たな猶予措置や検索機能の確保の要件について緩和措置を講ずるとしております。
納税環境について、事務の効率化や負担軽減のため、今後さらに見直しが必要な項目などがありましたら、自由なご意見・ご要望をお聞かせください。

（２）デジタル化の推進について
Ｑ10 デジタル化・DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進について
近年の経済社会・社会環境の変化により、デジタル化の推進がより一層求められており、また令和5年度税制改正において、DX投資促進税制が2年延長（令和7年3月末期限）されました。貴社におけるデジタル化推進として必要な税制面での支援を、以下から選択してください。（複数回答可）
（　　）中小企業経営強化税制・中小企業投資促進税制の拡充（上限の引き上げなど）
　（　　）少額減価償却資産特例の拡充（上限の引き上げなど）
　（　　）DX投資促進税制の拡充・要件緩和
　（　　）デジタル人材活用・育成にかかわる税制上の優遇措置
　（　　）デジタル化推進を必要としない

　（　　）その他の意見

（３）その他
Ｑ11 賃上げについて

（1）日本商工会議所が昨年2022年6月に実施した調査によれば、50.9％の中小企業が賃上げを実施しましたが、賃上げ実施企業の約7割が人手不足や物価上昇に対応するため、やむを得ず行った防衛的な賃上げとなっております。そのような中、貴社の状況を踏まえ、適当と思われるものを以下から選択してください。
（　　）業績が向上・改善しているため賃上げを実施した（若しくは実施する予定）
　（　　）業績が改善していないが賃上げを実施した（若しくは実施する予定）
　（　　）本年は賃上げの実施を見送る
　（　　）分からない・検討中
  （　　）その他の意見

(2) 従業員の賃上げについて税制面での必要と思われる支援について、ご意見・ご要望がございましたら、ご記入ください。

Ｑ12 防衛力強化、こども・子育て政策の充実に向けた財源確保について
令和5年度税制改正において、わが国の防衛力の抜本的な強化を行うに当たり、歳出・歳入の両面から安定的な財源を確保することが示されました。税制部分については、令和9年度に向けて複数年段階的に実施することとし、令和9年度において、1兆円強を確保するとしております。具体的には、法人税・所得税から新たな付加税を課すこと。また、たばこ税の引き上げを令和6年度以降、段階的に実施するとしております。
　　　　また、急速に進展する少子化により、こども・子育て政策への対応は、待ったなしの先送りの許されない課題です。財源確保については、年金や医療など保険制度から少しずつ拠出して財源に当てる案が出ているなどの報道もございます。　
防衛力強化、こども・子育て政策の充実に向けた財源確保につきまして、自由なご意見・ご要望をお聞かせください。

Ｑ13 税と社会保障の一体改革について

高齢化の進展に伴い、社会保障給付費が大きく伸びる一方で社会保険料収入は横ばいで推移し、その差額は拡大傾向が続いております。社会経済情勢が大きく変化する中で、社会保障制度をいかに維持し、充実していくかが問われており、税と社会保障の一体改革により、財政の健全化を目指すことが重要と言われておりますが、税と社会保障の一体改革を図るために必要な措置、またはご意見・ご要望がございましたら、ご記入ください。

Ｑ14 その他、事業活動の遂行において必要と思われる要望等があれば自由にご記入くださ　　
　   い

	Ⅲ．中小企業政策に関するアンケート



１.雇用・労働政策について
Ｑ１-１　労働市場・働き方が多様化している中で、貴社における人員の充足状況について、該当するものを以下から１つ選択してください。
　（　　）不足している　　　（　　）過不足はない　　　（　　）過剰である
Ｑ１-２　人手不足等雇用への対応について、ご意見・要望等がありましたらご記入ください。
	例）民間の会社説明会への参加費の助成、採用担当者向けセミナーの開催



Ｑ２　　2021年4月に「改正高齢者雇用安定法」が施行され、この改正により、事業主は雇用する
労働者について65歳までの雇用確保義務に加え、70歳までの就業確保措置を講じることが努力義務として追加されました。
　　　　高齢者雇用について、貴社の状況・対応について、あてはまるものに選択してください。
　（１）70歳までの就業を確保する制度について
　
（　　）定年を定めない　　　　　（　　）定年を引上げる　　　（　　）継続雇用制度
（　　）継続的な業務委託契約　　（　　）対応検討中　　　　　（　　）その他
	その他記入欄



（２）70歳までの就業確保における課題・懸念事項について（複数回答可）
（　　）本人の健康面や疾病状況　　　　　（　　）若年層の採用や活躍の阻害となる　　
（　　）労働生産性が低下する　　　　　　（　　）ふさわしい仕事や職域がない
（　　）人件費の負担が大きくなる　　　　（　　）人員が過多となる
（　　）高年齢社員とのコミュニケーションやマネジメントが難しくなる
（　　）特にない　　　　　　　　　　　　（　　）わからない
（３）70歳まで就業確保することによる経営への影響
（　　）プラス面が大きい　　　　　（　　）マイナス面が大きい　　
（　　）どちらでもない　　　　　　（　　）わからない
（４）雇用や労働政策について、必要な支援・意見や要望がございましたら、ご記入ください。

	ご意見・ご要望記入欄



２．中小企業・小規模事業者に対する主な支援策について
Ｑ３　　2020年10月、政府は2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、カーボンニュートラルを目指すことを宣言しましたが、カーボンニュートラルの取組みについて、あてはまる項目を選択してください。
（１）現在、カーボンニュートラルに向けた取り組みを行っていますか
　（　　）取り組み中である
　（　　）取り組みを検討している

　（　　）取り組んでいない
　（　　）わからない
　（２）カーボンニュートラルを取り組むにあたり、貴社で課題となる項目を以下から選択してください。（複数回答可）
　（　　）取り組むためのコスト（金銭的・時間的）の負担が大きい
　（　　）取り組むための専門知識やノウハウ、人材が不足している
　（　　）自社へのメリットがない、メリットがわからない
　（　　）取引先の要望にどのレベルまで応えればよいかわからない

　（　　）特にない
（　　）その他の意見
	その他の意見　記入欄



（３）カーボンニュートラルの取組みについて、ご意見・要望等がありましたらご記入ください。
	例）脱炭素効果の高い設備への転換・導入に対する補助、専門家派遣等による中小企業への支援、等


Ｑ４－１　自然災害や感染症の流行、情報セキュリティ事故などの緊急事態が生じた際に、経営資源への影響を最小限にとどめ、事業の継続や早期に復旧をするためには、ＢＣＰ（事業継続計画）の策定が重要となります。貴社におけるＢＣＰ策定の取組状況について、該当するものを以下から１つ選択してください。
（　　）既に策定している（感染症対応を含む）　　　　
（　　）既に策定している（感染症対応を含まない）　　
（　　）現在、策定中　　　　　　　　　　　　　　　　
（　　）策定を検討中　　　　　　　　　　　　　　　　
（　　）策定する予定はない　　　　　　　　　　　　　
Ｑ４-２　ＢＣＰ策定について、貴社で課題となる事項がありましたら、該当するものを以下から選択してください。（複数回答可）
（　　）策定に必要なノウハウ・スキルがない
（　　）策定する人材を確保できない
（　　）策定する必要性を感じない
（　　）特に課題はない
　（　　）わからない
　（　　）その他の意見
	その他の意見 記入欄



Ｑ４-３　ＢＣＰ策定について、ご意見・要望等がありましたらご記入ください。
	例）ＢＣＰを策定した事業者に対する税制上の優遇措置、ＢＣＰ策定に関する相談・支援体制の充実　等。



Ｑ５　「デジタル田園都市国家構想総合戦略」が2022年12月23日に閣議決定されました。この総合戦略において、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化し、「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指すとしております。またデジタル化の推進による「生産性向上」がより一層求められておりますが、デジタル化に取り組むに当たりどのような支援策が必要か、ご意見・要望等がありましたらご記入ください。
	例）生産性を向上させるIT・IOT導入のため、低コストで『身の丈IT』の活用を進める中小ベンダーへの支援とIT導入補助金の拡充　等。



Ｑ６　従業員等の健康管理を経営的な視点で考え、実践する「健康経営」の取組み（健康の保持や増進など）状況について、貴社の状況をお聞かせください。またご意見・要望等がありましたら自由にご記入ください。
（　　）現在実施している
　（　　）現在実施していないが、近く実施を予定している
　（　　）いずれは実施したい・検討中
　（　　）必要だと思うが実施できない
　（　　）必要だと思わない
　（　　）わからない
	ご意見・ご要望 記入欄

例）専門家派遣等による中小企業への支援や認定を受けた際のインセンティブの拡充が欲しい、など



Ｑ７　2022年度補正予算、2023年度予算案に盛り込まれた主な中小企業・小規模事業者活性化策について意見・要望等がありましたらご記入ください。
	例）３０年度の税制改正にて事業承継税制の抜本的拡充が図られたが、制度利用は1回限りである。また令和4年度税制改正にて承継計画の提出は令和6年3月まで延長したが、無理なく事業承継を実施するためにも制度を恒久化すべきである。



３. 地域の活性化（まちづくり・観光振興）を支援する施策について
Ｑ８　まちづくりや観光振興等地域活性化に対する支援策について意見・要望等がありましたらご記入ください。
	例）駅や空港等とまちなかを回遊する二次交通・インフラの整備・拡充



４.規制・制度改革について（特区含）
Ｑ９　最近の規制改革の動向等に関して、事業活動の円滑化またはその維持のために、規制緩和・規制強化、もしくは適切な配慮が必要など、意見・要望等がありましたらご記入ください。
	例）公共工事における簡易確認型入札制度を全国的に実施し、行政手続きの簡素化を図ってほしい。



５.地方創生について
Ｑ10　コロナ禍により、大都市圏への過度な集中によるリスクが改めて認識され、地方移住や副業・兼業による転職なき移住、企業の本社機能の地方移転・拠点拡充など地方への関心が高まっている中で、地方創生の動向等に関して意見・要望等がありましたらご記入ください。
	例）多様な世代が地方で安心して暮らせる街づくりの整備、魅力のある大学づくりやＵＩＪターンによる就業者支援など



６.その他（資金繰支援、創業・起業支援　他）について
Ｑ11　ウィズ・アフターコロナに必要と思われる中小企業政策等について、意見・要望等がありましたら自由にご記入ください。
	ご意見・ご要望 記入欄



Ｑ12　その他、意見・要望等がありましたら自由にご記入ください。
	ご意見・ご要望 記入欄



～設問は以上です。ご協力、誠にありがとうございました～






（１）本アンケートの目的


令和6年度の税制改正及び中小企業政策に関する要望を、日本商工会議所を通じて国に対して行うために、会員事業所の皆様の声をお聞かせいただきたいと存じます。


別紙【資料１】として、昨年の要望書をご用意しています。


これらの中で実現したものもございますが、実現しなかったものもございます。


つきましては、貴社の事業や業界全体を発展させていくうえで必要となる税制改正や国の支援策、緩和すべき規制等がございましたら、この機会にご意見をお寄せください。お寄せいただきましたご意見・ご要望の内容は、当所の企業経営委員会において議論・検討し、新潟商工会議所の要望案として集約させていただきます。





（２）本アンケートの構成


本アンケートは、「経営課題」「税制改正」「中小企業政策」の3部構成となっております。各項目の回答欄に特にご関心のある項目のみご回答いただいても差し支えございません。また、特に自由記入欄へのご記入が無い場合は、選択回答だけご記入いただき、ご返送ください。


是非とも、ご協力をお願いいたします。





（３）本アンケート期限


ご多忙中、誠に恐縮ではございますが、４月５日（水）までにご回答いただきますようお願い申し上げます。


※本アンケート調査票は、Word版もご用意しております。下記URLよりダウンロード、または下記メールアドレスにご連絡ください。





https://www.niigata-cci.or.jp/archives/16840





【問合せ先】新潟商工会議所　経営相談課　椎野・小林


メールアドレス：soudan@niigata-cci.or.jp


TEL：025‐290‐4212	　　FAX：025‐290‐4421





その他 記入欄





【具体的な課題】











【課題解決に役立つ支援策】








●以下の４つの項目について【当所の令和5年度の主な改正要望】と【令和5年度税制改正】を参考に、設問を記載しました。これらの項目に関して、ご意見・ご要望等を選択、もしくは自由なご意見を記入してください。特にご意見がない設問については、空欄のまま回答していただいて結構です。


※欄が不足する場合は、別紙使用可（様式は任意）





１．法人課税について�
P3�
�
２．消費税について�
P6�
�
３．事業承継税制・相続税について�
P7�
�
４．その他の項目(納税環境の整備・デジタル化の推進・その他)�
P7�
�






その他の意見および自由記入欄








その他の意見および自由記入欄








ご意見・ご要望　記入欄


例）創業後5年間は法人税を減免などの優遇措置、欠損金繰越期間の長期化など








その他の意見　またご意見・ご要望 記入欄


例）外形標準課税制度の関連業務は複雑であり、事務負担の軽減からも別の公平な課税制度を検討すべきである。


　　








ご意見・ご要望 記入欄





その他の意見 記入欄








ご意見・ご要望 記入欄














ご意見・ご要望 記入欄














その他の意見 記入欄








ご意見・ご要望 記入欄





ご意見・ご要望 記入欄














ご意見・ご要望 記入欄


例）e-TAX（国税）とeLTAX（地方税）の統合など。





その他意見　記入欄





その他の意見 記入欄








ご意見・ご要望 記入欄


例）中小企業向け賃上げ促進税制の拡充、要件緩和など











ご意見・ご要望 記入欄














ご意見・ご要望 記入欄














※例）カーボンニュートラル、人手不足・雇用問題、労働改革・働き方改革、生産性向上（IT・ICTの導入含む）などについて、現状の課題や税制面での措置が必要と思われることなどをお知らせください。

















●中小企業政策等に関しての設問テーマは以下の６項目です。


１．雇用・労働政策について�
P 9�
�
２．中小企業・小規模事業者に対する支援策について�
P10�
�
３．地域の活性化（まちづくり・観光振興）を支援する施策について�
P12�
�
４．規制・制度改革について（特区含）�
P12�
�
５．地方創生について�
P12�
�
６．その他（資金繰支援等）について�
P13�
�



●貴社や貴社の業界における現状に則して、以下の２点について、感想などでも結構でございますので、忌憚のないご意見をお聞かせください。（設問「６.その他」の欄に記載してください）


①これまでの国の補助金や軽減税制等の利用実績とその評価


②事業に直接的に関係する法律等に基づく各種規制で、緩和もしくは維持して欲しいもの











1
1

